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れぞれについて検討した。 その結果， 団地型仮設では， 仮の地域とはいえコミュニティが形成され， 近隣関係が密になりや
すく， みなし仮設では， 仮設住宅入居者間の関係も近隣関係も密になりにくいという特徴があること， 仮設住宅が仮の住ま
いであり， 入居者が被災者としての支援を受けられることから， 仮設住宅の近隣関係ならではの特徴が生じることが明らか
になった。


















































4 実際に熊本地震後の熊本県内での孤独死発生数は，団地型仮設で 1 件，みなし仮設で 17 件とされて















2016年 4 月14日と16日に 2 度の震度7を記録した熊本地震では，罹災証明の交付が18万
8,980件（2016年 4 月 1 日時点の熊本県の世帯数の26.8%），そのうち全壊が 1 万2,957件，大
規模半壊 1 万2,072件，半壊5万229件（2017年 1 月現在）と，膨大な規模の住宅被害が生じた。
その結果，団地型仮設住宅に4,179世帯 1 万985人，みなし仮設住宅に 1 万4,705世帯 3 万3,832
人が入居した（2017年 4 月現在）。
発災前の人口が約 3 万 4 千人，世帯数が約 1 万 3 千だった益城町では，1 万1,663件（2016
年 3 月末時点の益城町の世帯数の86.7%）の罹災証明が交付され，その 6 割以上が半壊以上と



























































入居者の意見や要望は，行政にも伝わりにくいことが課題となる（2018年 3 月 5 日，よか隊
ネット熊本聞き取り）。































































域での孤立の問題を抱えているということである（2018年 3 月 5 日，よか隊ネット熊本聞き
取り）。
このような取り組みが求められていることは，みなし仮設の入居者が必ずしも入居者間の人
間関係を必要としない人たちだということではないこと，またつぎの 3 . 3 で述べるが入居者
間の人間関係だけでなく居住する地域での近隣関係もつくられにくいということを示している
のである。




















































く，早めに仮設住宅から退去していく傾向がある（2018年 3 月 5 日，キャンナス熊本聞き取
り）。そのため，自治会長の交代が進められているが，つぎのなり手がいないために代表者不
在となっているところや，自治会の継続が難しくなり，自治会自体を辞めるところも出てくる

















仮設の課題の一つになる（2017年 4 月 7 日，よか隊ネット熊本聞き取り）。
7 同じ課題は，東日本大震災の被災地において，復興公営住宅建設時にも生じたことが指摘されている
（齊藤，2016）。
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4． おわりに
団地型仮設では，仮の地域とはいえコミュニティが形成され，近隣関係が密になりやすく，
みなし仮設では，仮設住宅入居者間の関係も近隣関係も密になりにくい。これがここまでに述
べてきたことの一つのまとめであり，先行研究でも指摘されてきたことだった。しかし，それ
はなにも震災後の仮設住宅に限らず，似た背景を持つ人が集住することと分散して暮らすこと
を比較するときに共通してみられる特徴だともいえる。たとえば都市と村落のコミュニティの
違いという問題について，繰り返し語られてきたことと同じことであり，公営住宅や公団住宅
でのコミュニティ形成にかんして論じられてきたことでもあるだろう。
ただし，この集住が近隣関係を密にし分散が疎にするということだけでなく，仮設住宅の近
隣関係ならではの特徴といえるものもみえてきた。それは，仮設住宅が仮の住まいであること
と被災者として支援を受けられることから生じる。
仮設住宅は期間限定の仮の住まいであり，そこでは自立生活への早期の移行，仮設住宅から
の退去が，目指される目標の一つとなる。そのため，通常地域社会で評価されることのない誰
かにとって居心地の悪い密な近隣関係や，近隣関係がない孤立した状態が，そこから出ようと
する動機になるという点で肯定的にとらえられうるものとなる。
19世紀イギリスの新救貧法以来の考え方であり，現代の福祉制度の特徴を示す言葉でもあ
る「劣等処遇」の一つの根拠は，救済の受給を躊躇させて自助へと導くことにあるとされてき
た（野田，2008）。仮設住宅の近隣関係は，通常の地域社会でのそれと同じ基準で評価される
こともあるが，福祉制度や支援の文脈で評価されることもあるのである。
また，仮の住まいであることで，住民が退去していく時期に近隣関係が喪失してしまうとい
う特徴もある。
吉原直樹は，東日本大震災後の仮設住宅での調査から，定住のないコミュニティに「創発す
るコミュニティ」という性格を見出しているが（吉原，2014；吉原，2015），コミュニティ評
価の複雑さや退去にともなうコミュニティの変質という点も，定住のないコミュニティの特徴
といえるだろう。
仮設住宅で暮らすということは，住居自体も含めて被災にたいする支援を受けながら暮らす
ことである。その支援は人によって受け方に違いがある。そのことが仮設住宅入居者同士の間
や近隣住民との間に，妬みの感情や対立意識を生み出すことにつながる。必然的に近隣関係に
も影響を及ぼす。こういった点は，仮設住宅の近隣関係が集住と分散という視点からだけでと
らえられないものであることを示しているだろう。
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